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Ⅰ　序

国立保健医療科学院
院長　曽根智史

令和 4 （2022）年度の国立保健医療科学院（以下，「本院」）の年報をお届けします．
本院は，厚生労働省所管の国立試験研究機関の一つで，保健，医療，福祉及び生活環境に関連する業務に従
事している専門職員等の養成訓練とこれらに関する調査及び研究を行っており，業務を通じて我が国の公衆衛
生の向上に寄与することを使命としています．
養成訓練は，国，地方公共団体等において，保健医療，生活衛生及びこれらに関連する社会福祉（以下，「保
健医療等」）に関連する業務に従事している職員やこれから従事しようとする方々に対し，保健医療等の基本
理念，実践的な専門的知識・技術，最新の情報などの修得を目的として実施しており，研究課程，専門課程の
長期研修と46コースの短期研修があります．令和 4 年度も新型コロナウイルス感染症の影響を受けましたが，
オンライン型，集合型及びそれらの混合型など，実施方法を工夫し，全ての研修を実施することができました．
修了者数は研究課程 5 名，専門課程48名，短期研修1,512名で，前年度と比較して，回復傾向にあります．
調査研究は，本院の一般予算で実施している基盤的研究と厚生労働科学研究費補助金，科学研究費助成事業
等の外部研究資金を獲得して実施している研究があります．令和 4 年度に獲得した外部資金は課題数180（う
ち代表88）， 2 億8963万円となっています．
養成訓練と調査研究に加え，厚生労働科学研究費補助金の配分に関する事業，厚生労働科学研究成果デー
タベース事業，健康危機管理情報支援事業（H-CRISIS），臨床研究登録情報検索ポータルサイト事業，費用対
効果評価再分析事業などを行っています．また，学術機関誌として「保健医療科学」を年間 6 号刊行し（う
ち 1 号は英文特集），ウェブサイトで公開しています．
令和 4 年度は，本院設立20周年に当たり，これを記念して，令和 4 年12月15日に「国立保健医療科学院20周
年記念シンポジウム」を開催し，これまでの道のりを振り返るとともに，今後の保健医療等への当院の貢献に
ついて，思いを新たにいたしました．
新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえて，現在，国や地方公共団体における保健医療システムの見直し
が進んでいます．地方公共団体等の専門職員等に対する養成訓練及び政策立案・実施を支援する調査研究を推
進するという本院の役割を確実に果たすために，職員一同，力を合わせ，真摯に業務に取り組んでまいります．
皆様には，引き続き，御理解と御支援を賜りますよう，心からお願い申し上げます．


